
－ 145 －

立命館における課長のマネジメント力を強化する研修プログラムの開発（山本・近森・藤井）自然科学系ポストドクトラル ･フェローのキャリア支援策の構築（羽藤・志磨・野口）

Ⅰ．研究の背景

１．競争環境下における課長のマネジメント力向上の必
要性
高等教育情勢は 18 歳人口減による市場縮小、政府の
規制緩和の促進、近年では学士力向上、ＦＤ活動への取
組み強化などに見られるように、教育・研究の質的向
上が問われており、競争原理の拡がりにさらなる拍車が
かかっている。国立大学の独立法人化を契機に、大学全
体が「運営」から、独立採算による事業継続が求められ
る「経営」の時代に変化しており、各大学は入学者数の
確保をすべく、（学生・父母・企業など）ステークホル
ダーのニーズを反映した付加価値の高い教育・研究・学
生支援サービス等の創出に加え、その政策を運営する組

織成員の能力強化にも精力的に取り組んでいる。優れた
定型業務遂行力はもちろんのこと、現在は他校との差別
化を図り、ステークホルダーの支持を多く集め、評価を
勝ち得る政策の打ち出しが命題となっている。変革を求
められている時代にあって、未来をしっかり予測した上
で、先見性ある政策を打ち出し、実行に移す能力を有す
ることが優れた職員のコアスキルであり、この政策立案
力の獲得に関しては、立命館大学の「大学アドミニスト
レーター養成プラグラム」において先進的な取り組みが
進められている。
一方、管理監督者は指揮命令権に基づき、ヒト・モ
ノ・カネといった限られた経営資源をベースに、業務采
配を行わなければなない。この基本的な経営資源の有効
活用に対する力量向上が管理職に最低限必須である。と
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りわけ、課長は目標の達成のため、組織マネジメントの
実践が問われている。つまり、課員の特性・能力に応じ
た役割分担、時間管理、コスト意識の向上、業務の効率
化による生産性の向上と残業削減など、改善を行うとと
もに、課員の心情を正しく感受し、チームワークを形成
する能力など職場を束ねる力を養わなければならない。

２．立命館の現状
現在、立命館大学は課長を含めた管理職の職務要件

（行動要件、期待要件など）に関する規程がなく、各課
長が自己流のやり方で職場マネジメントを展開してい
る。これは課長の独自性が発揮できることを意味してお
り、課長自身のモチベーションを高めるメリットは見込
まれるが、職場毎のマネジメント執行度合いに差が生じ
るデメリットも否めない。2009 年度の立命館「事務体
制文書」注1）においても、課長が政策立案、勤務管理や
人材育成などを含む職場マネジメントに責任をもって業
務にあたる必要がある旨、明記されており、課長職のマ
ネジメントに関する基本理念となる職務要件を新設する
ことが急務となっている。
一方で組織規模は、APU開学、附属校の拡充、キャ
ンパスの広がりにより、この 10 年間で、大学数が 2大
学（学部・研究科数は 21 から 30）に、大学教員が 660
名から 1400 名へと 2倍以上に、専任職員数が 420 名か
ら 620 名へと増加した。組織の拡大に伴い、職場にお
ける超過勤務時間も図 1の通り、2004 年対比で増加し
ており、ワークライフバランスの実現も課題となってい
る。勤続 3年未満の経験が少ない職員が増加しているこ
とも、超過勤務時間の原因のひとつと考えられ、職場に
おける人材育成が滞っている可能性がある。
この超過勤務時間の増加は、労働者の心身の健康を損
なう要因にもなりかねず、労働契約法上の安全配慮義

務注2）にも、留意をしていく必要がある。超過勤務時間
削減に向けた業務の改善、そして安全配慮義務などのコ
ンプライアンス対応など、課長の職場における役割はま
すます広範に渡るため、この観点からも職務要件は重要
となる。
職務要件は職場でのマネジメント実践や、人材育成に
限定されたものではなく、将来的に導入が検討の俎上に
乗るであろう人事考課制度の運営上にも欠かせないツー
ルでもある。職務要件の明確化とその運用ルールの制定
により、日常的に人事管理、目標管理など職場マネジメ
ントが徹底され、自課の課題が顕在化することにより、
業務の合理化・効率化に対する意識が更に芽生え、その
結果、超過勤務の削減や、業務の見直し・削減に結びつ
く効果も見込める。

３．立命館における課長研修の見直しの必要性
現在の立命館における課長研修は新任課長研修、評
価者研修、全体研修、選抜研修の 4種類がある（図 2）。
新任課長研修は、目標管理・予算管理・人事管理などの
基本的なマネジメント手法について講義形式で行ってい
る。また評価者研修も新任課長が主な対象で、部次長評
価（360 度評価）における部下側の適正評価実施を目的
としている。
全体研修は部長から課長まで参加する研修で、大きく
２部構成になっている。ひとつは、高等教育情勢、他大
学の改革事例および学園の方向性に対する理解促進であ
り、併せて PDCA運用の一環として、部単位で当該年
度の課題と到達点の明確化や次年度の部方針について討
議することを目的としている。もうひとつは、マネジメ
ントスキルの養成が目的で、その年度の「事務体制文書」
において明示された重点課題をテーマに、意識向上と知
識・スキルの習得を進めている。
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図 1　超過勤務時間と職員数などの年度別増減率 図 2　立命館の研修体系図（抜粋）
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選抜研修は、2008 年度より新たに導入されたもので、
課長を対象に、将来の学園幹部を育成する少人数の集中
コースである。6カ月の間、役員との直接対話による経
営課題に関する理解促進、コーチングなどのマネジメン
ト技能の習得、次期中期計画の柱となる政策をグループ
で立案（プロジェクトマネジメント）するなど、リーダ
ーとしての視点、あるいは顧客、経営者の観点に立ち、
問題発見・解決力を養う実践的なプログラムとなってい
る。
以上のように、全体研修、選抜研修は、「全学課題」
を根底に据え、徹底的な論議の上、新たな改革・改善に
対する意見を出すスタイルとなっている。これは、学園
固有のフロンティアシップを継承するとともに、学園が
更なる発展を実現するために必要なものであり、今後更
なるブラッシュアップが求められる。一方、人材育成や
管理、予算管理など課長のマネジメント力の強化が迫ら
れており、能力の計画的養成を図る新たな研修プログラ
ムの開発も問われている。その際、課長の職務要件（役
割・責務・行動基準）が研修企画にあたっての根拠とな
るため、この観点からも職務要件の確立は重要である。
なお、本研究では、課長を対象としたプログラムの開
発に取り組むこととし、部次長については取り扱わな
い。

Ⅱ．研究の目的

本研究の目的は、課長に求められる職務要件を明らか
にし、その要件を満たすマネジメント力を強化する研修
プログラムを開発することである。

Ⅲ．研究の方法（研究フロー：図 3）

１．資料研究
学園の「事務体制文書」（APUでの事務局会議の整理

含む）で記されている課長の役割と責務より「本学課長
/事務長に必要な職務要件（案）」を仮設定する。
２．職員（課長/事務長および課員）へのアンケート調査
（1 ）課長 /事務長に対する職場マネジメントの実践度およ
び重要と思われるマネジメント項目に対する調査。

（2 ）課員の視点から見た職場における課長 /事務長のマ
ネジメント実践度および重要と思われるマネジメント
項目に対する調査。

３．部次長へのヒアリング調査
部次長が課長 /事務長時代に実践した職場マネジメン
ト及びマネジメント力量を養成した方法ついての調査。
４．企業、地方自治体への先行事例ヒアリング調査
（1）企業、地方自治体における課長職の職務要件。
（2）課長のマネジメント力を強化するトレーニング方法。
５．海外大学の先行事例ヒアリング調査
（1）海外大学における課長の職務要件。
（2）課長のマネジメント力を強化するトレーニング方法。

Ⅳ．調査・分析

１．資料研究によるマネジメントの定義
（1）職場における課長の役割についての「事務体制文
書」からの考察
課長の職務要件について、「事務体制文書（APUでの
事務局会議の整理含む）」（表１）をもとに仮設定を行う
が、最終的にはヒアリング調査や学内アンケート調査の
結果を反映する。2007 ～ 2009 年度の「事務体制文書」
から、課長の役割として、目標管理（PDCAの適正運営）、
勤務管理、業務管理という項目が求められていることが
分かる。また、近年の社会的動向を踏まえ、コンプライ
アンス対応、そして、学園固有のものとして、政策の立
案、立命館スピリットの醸成が挙げられていることよ
り、これらも加え、現時点の課長の職務要件（仮案）を
表 2に示す。
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図 3　研究フロー
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（2）立命館の課長・事務長に必要な職務要件（仮案）
「事務体制文書」を分析した結果、表 2の①～⑥と立
命館固有の⑦、⑧の計 8項目に集約される。
この 8項目を叩き台的な位置付けで職務要件（仮案）
とし、以降の研究で内容の豊富化をしていく。

２．既存の管理職研修実施における問題点の分析
併せて、現在、立命館において実施している課長研修
について、表 2①～⑧の項目に従って、運営が図られて
いるかどうかの考察を行った。
現在の管理職研修について、マネジメント項目①～⑧
において、「実施できている」と判定できるのが、①目
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表１　「事務体制文書」での整理
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表 2　立命館の課長・事務長に必要な職務要件（仮案）
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標管理のみで、その他は、「一部できている」、「できて
いない」との結果であり、表 2に示す要件を満たす研修
プログラムの整備が急務となる。また、研修効果につい
て、受講後に日常的に現場で活かしているのかどうか、
検証ができていないことも明らかとなった。
カークパトリック 4段階評価モデル注3）（表 3）にあ

る通り、研修後の学習度や研修で扱った内容を実務で活
用したかどうかをサーベイするシステムの構築が問われ
る。本人の満足度など表面的な評価のみならず、受講後
に職場の上司・部下に対する実践度インタビューを行っ
たり、職場でのアクションラーニングを実施する仕組み
づくりをするなど、研修後の検証・フォロー体制の構築
が必要である。

３．職員へのアンケート調査による課長 /事務長に必要
な職場マネジメントの考察
立命館大学の課長 /事務長（以下、課長）および、そ
の部下である課長 /事務長補佐、課員（以下、課員）を対
象に、課長の職場マネジメント実践度や重要と思われる
マネジメント項目について、アンケート調査を行った。
調査時期：2009 年 8 ～ 9 月
調査内容： 課長の職場マネジメントに対する自己（課

長）評価と課員評価
アンケート項目：注 4）参照
対　　象： ①本学の課長、②本学の課員
回 収 率：① 35%（n=29）、② 27%（n=141）

（1）課長 /事務長に対するアンケート調査
①課長の職場マネジメントに対する意識
課長の「職場マネジメントにおける重要項目」（図 4）
は、1位～ 3位の総計で、「目標管理」「人材育成」、「人
事管理」、「課員との密なコミュニケーション」の順とな
った。また、「課の運営上、悩んでいること」（図 5）に
ついて、最も多かった回答は「業務が年々増加傾向にあ
り、マンパワーが不足（41%）」であり、以下、「実務が
多くマネジメントに専念できない（38%）」、「コンプラ
イアンス対応が増え、業務が複雑・高度化（31%）」、「課
員の超過勤務時間が多い（28%）」と続いている。
次に「課長の職場マネジメントの実践度（できている

/できていない）」（図 6）について、最もできているの
は「予算管理（76%）」で、逆にできていないのが、重
要項目で 2位の「人材育成（52%）」となった。重要項
目で 1位の「目標管理」は 62%ができていると自己評
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表 3　カークパトリック４段階評価モデル
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 図 4 課長の職場マネジメント重要項目 図 5 課長の課運営上の悩み
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図 6 課長のマネジメント実践度：自己評価
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価している。「できている、概ねできている」の合計では、
バラつきはあるものの、全体の単純平均は 63%と、一
見、率が高いように見受けられるが、「できている」単
独では 0%～ 31%と低く、マネジメント実践度の底上
げが必要ある。また「人材育成」において「できている」
単独の回答はゼロであり、深刻な状況である。

② 職場マネジメント力の獲得について
「できている」と答えた者の「マネジメント力の獲得
方法」（図 7）だが、全項目において、約 90％が「現場
での業務を通じて」と回答。この傾向は、後段の部次長
ヒアリング結果（表 4）と同じである。
また「現場の業務を通じて」と回答した者に対し、具
体的な獲得方法（図 8）について質問したところ、「課
長昇進後、日々の業務で経験を積み重ねて」との回答が
最も多かった。この調査において、課長昇進を機に OJT

で習得することが多いことが明らかになっため、新任課
長研修の更なる充実と併せ、課長補佐時代からの OJT

を含めた計画的、段階的な能力の養成が必要であること
が分かる。逆にマネジメント力が「未獲得（できていな
い）」と答えた者について、その理由（図 9）を質問し
たところ、「プレーヤー的側面が強い」、「会議が多くて

手が回らない」との回答が目立った。マネジメントへの
専念度を上げるため、課員の力量向上、会議の効率運営
などの検討が問われる。

③「立命館の課長像」において、特に必要と考えられる
知識・能力（図 10）について質問をしたところ、「業務
把握」、「学園理解」、「人材育成」の 3つが上位を占めた。
後段の部次長および外部ヒアリングの結果からも、「大
局的な視点に立ち、業務を組み立てる力量の必要性」が
挙がっていたことより、政策動向や学園全体の方向性を
知ることは、日常業務を進めるうえでも、その判断材料
となる重要な要素となる。

（2）課員の視点から見る課長に必要な職場マネジメン
トの考察
① 課員から見た課長の職場マネジメントに対する意識
職場マネジメント実践度について、課長の自己評価と
課員評価について比較を行った（図 11）。
その結果、課長評価では、「予算管理」、「勤務管理」
が実践できている割合が高かったが、課員評価は「時間
管理」、「ステークホルダーのニーズに即した業務の遂行」
が上位となり、認識の相違が見られた。総体的に課長評
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 図 7    マネジメント力獲得方法（できている者対象） 図8   「現場での業務を通じて」を選んだ者の具体的獲得法
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 図 9　マネジメント未獲得（できない）の理由 図 10　「立命館の課長像」にて特に必要と考える知識・能力
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価よりも部下評価の方が、「できている」、「概ねできて
いる」の比率が高く、良い評価となっているが、「人材
育成」については課長・課員ともに低いと見ていること
が分かる。

  次に「課員が考える課長に必要な職場マネジメント
重要項目」（図 12）について、1位～ 3位の総計で「目
標管理」、「課員との密なコミュニケーション」、「人材育
成」の順で、若干の順位変動はあるものの、課長の回
答とほぼ同じ結果となった。また、課員が必要と考える
「立命館の課長像において、特に必要と考える知識・能
力」（図 13）については「人材育成」、「他部署との調整
能力」、「学園理解」に対する意見が上位に挙がった。「人
材育成」、「学園理解」は課長の意見と同じである。なお、
自由回答の記述より、「人材育成」に関しては、単に部
下の能力開発だけではなく、部下を褒める、モチベーシ
ョンを高める、部下を育てる意識を持つなどといった内

容も含まれている。

② 課員から見た課長の業務スタイル
図 14 のとおり、課員の 60%強が、プレイングマネー
ジャー、プレーヤー的要素が高いとの回答だった。その
理由（図 15）として「抱えている実務が多く、マネジ
メント業務まで手が回っていない」、「会議が多く、マネ
ジメント業務まで手が回っていない」との意見が多かっ
た。この結果は課長の「マネジメント力未獲得（できて
いない）」理由と同じである。

（3）民間企業における中間管理職の意識調査との比較
日本経営協会（NOMA）が 2007 年に実施した「日本
の中間管理職意識調査（企業・団体対象）注5）」（図 16）
においても、求められる役割にて、「部下・後輩の育成
（85%）」、「部門目標の達成（74.2%）」の２つが突出し
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図 11　職場マネジメント実践度の課長と課員の認識比較
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 図 14  課員から見た課長の業務スタイル 図 15 プレイングマネージャー、プレーヤー的　　　
  　　　　　　　　　　　　　　　　　要素が高いと答えた理由
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 図 12 課員が考える課長に必要な職場マネジメント重要項目 図 13　課員が必要と考える立命館の課長像
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て高い比率となっている。若干、項目表現の違いや、順
位の前後はあるものの、立命館の課長アンケート結果
と、同じ傾向となっている。そして、管理職として抱え
ている問題・悩みについては、「業務量が過大（41.2%）」、
「業績目標のハードルが高い（20.5%）」、「他部署との連
携が不調（19.6%）」、「担当業務の難度が高い（16.1%）」
の順となっている。業務量が多い悩みは民間、教育機関
を問わず共通の課題であり、業務量が増加し続ける中、
メンバーの一体感を高め、いかに目標を達成するかが、
管理職の責務であり、腕の見せ所である。また、管理職
になって変化したと思うことについて、「仕事が増えた
（58.6%）」、「ストレスが増えた（49.5%）」といった意見
が上位に挙がっているが、一方で「組織に対する理解が
高まった（31.5%）」、「意欲がわいた（27.1%）」といっ
た項目も上位にランクインしており、昇進・昇格が前向
きな姿勢を形成する効果があることを示唆している。

４．部次長の職場マネジメントに対する意識と実践例か
らの考察
立命館大学課長の職務要件の明確化と、その要件を養
成するための能力開発方法を考案するため、部次長に対
し、①過去の課長時代に実践したマネジメントの内容
と、②そのマネジメント力を養った方法について、ヒア
リングを行った。

 ヒアリング対象：  教学、国際、研究、キャリア、法人（総
務、財務）系の部次長

　　　　　　　計 6名 注 6）

 目的： 課長の職務要件と、その要件を養成する方法につ
いて、本学部次長の（課長時代）マネジメント実
践例よりアプローチする。

ヒアリング項目：   a） 職場マネジメントのポリシー・定
義、b） 実践してきたマネジメントの
内容、c） 課長としてのマネジメント
力養成の方法、d） 課長の職務要件

（1）ヒアリング結果（表 4）
（2）ヒアリング結果に見られる課長の職務要件（傾向）
上述のヒアリング結果について、表２で示した仮要件
にある①～⑥のマネジメント要素に類型化し、項目ごと
に 6点（ヒアリング人数）を満点とし、加点方式で傾向
を集計した（図 17）。

傾向として、④人材育成（6点）、⑥調整・折衝（5
点）①目標管理（4点）に対する意識が高かったことが
見てとれる。また①～⑥以外では、課員との密なコミュ
ニケーション（6点）、時間管理、業務改善（ともに 4点）
なども挙がった。

（3）ヒアリング結果に見られるマネジメント力の養成方法
「OJT、日常業務の中で養成」との意見が大半を占め
た。なお、研修についてはコーチング、プロジェクトマ
ネジメント、経験交流などが支持され、その手法として
は、ワークショップなどで、ディスカッションを交える
双方向形式が「内省」や「気付き」を促進し、有効との
回答があった。

５．企業・自治体における課長の職場マネジメント要件
と育成方法
外部の先行事例を調査するため、企業・社団法人・地
方自治体を訪問し、目指すべき課長像、役割と、その力

 
①

図 17 　ヒアリング結果から見られる課長の職務要件

 
図 16  中間管理職に求められる役割
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量形成を促す研修制度等についてヒアリングを行った。

ヒアリ ング対象： 企業理念・ブランドステートメントに
て、「人間尊重・人材育成」を掲げている組織を
選定。

目的： 他組織における課長要件と、その要件を養成する
方法を調整する。

ヒアリ ング項目： a） 課長の職務要件、目指すべき課長
像、b） 課長の人材育成方法。c）現在の人材育成
方法の特徴・課題など。
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表 4　部次長ヒアリング結果
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（1）ヒアリング結果（表 5）
（2）ヒアリング結果に見る課長の職務要件（傾向）

ヒアリング結果を表 2の仮要件にある①～⑥のマネ
ジメント要素に類型化し、項目ごとに 5点（ヒアリン
グ団体数）を満点とした加点方式で傾向を集計した

（図 18）。傾向として、①目標管理、④人材育成（と
もに 5点）に対する意識が高いことが分かった。①～
⑥以外の見解として、人事考課、予算管理（ともに 5
点）、革新意識とチャレンジ精神、課員との密なコミ
ュニケーション（ともに 4点）や時間管理、戦略構築、
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表 5　企業・自治体ヒアリング結果
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率先垂範、ステークホルダーのニーズに則した業務の
遂行も挙がった。

（3）ヒアリング結果に見られるマネジメント力の養成方法
目標・予算管理といった職場管理の基礎習得や組織変
革を促す研修に加え、モチベーション向上、プロジェク
ト管理といったチームマネジメント的な要素が盛り込ま
れている点が特徴である。また、アセスメントを兼ねた
選抜研修を導入している企業もあり、6カ月～ 3年間と
期間の長さに違いはあるが、役員との交流によるビジョ
ンの共有、経営的視点の養成、異業種との交流による新
たな気付き促進、そしてメンバー間で部門横断プロジェ
クトを立ち上げ、新たな事業構想について、役員へプレ

 

④

図 18 　ヒアリング結果から見られる課長の職務要件

ゼンするといった実践的な内容となっている。研修ニー
ズやマネジメント能力は個人差があるため、任意の研修
が受講可能なカフェテリアプランを取り入れているケー
スも見られる。その他、ハラスメントやメンタル不全対
策に関わる研修も目立つ。

６．海外大学の先行事例ヒアリング調査に見る課長の職
務要件の考え方とその力量を養成する方法

（1）レスター大学（イングランド　レスター市）
日程： 2009 年 9 月 14 日  面談者：Staff Development 

Center Steve Barrow氏
a）課長の役割
課長に必要な能力として、最初に「商業的な活動の
実施による利益確保」が挙げられた。例えば人事部の
場合、自大学の人材を他大学へ派遣して、その派遣料
で収益を得るといったもので、自部署の固有業務だけ
ではなく、市場調査やサービスに関する知識も課長に
は要求される。次に挙げたのが「ビジネスライティン
グ」で、これは学園の事業計画に基づき、各課が業務
計画（予算計画も含む）を策定するものであり、期中
点検による達成度、予算執行度合いの検証や、計画の
見直しも行っている。
人材育成に対する意識も強く、課員のキャリア形成
に対する責任も課長が持っている。部下との面談を通
じ、各人の業務力量や強み・弱みを把握したうえで、
必要とされるトレーニングについて集約し、研修計画

 

a) b) c) 
E

1)
OJT OFF-JT

2)

OJT

A 2009 7
B 2009 7  
C  2009 7 2  
D 2009 7  
E 2009 8  
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を策定する責任がある。また、ダイバーシティに対応
すべく、人権・倫理に関する知識も求められている。
b）課長を対象としたトレーニング内容
新任課長は「スクールオブマネジメント」を受講す
ることが義務付けられており、ここではコーチングな
どの面談スキル、評価者訓練、予算管理などに加え、
課員の能力開発、労働環境の整備、業務の効率化など
に関する知識の習得を目的としている。中堅課長は提
携他大学へ行き、年間を通じてプロジェクトマネジメ
ント、チーム力向上手法などを学び、そこで修得した
スキルを自大学で実践するため、アクションラーニン
グも実践している。経験豊かな課長は、短期コース（1
～ 2日間）において、採用・面接、処罰、予算管理な
ど任意の内容を学ぶ。全体研修もあり、個人業績と処
遇が連動しているため、より高度な評価スキルの習得
や、ダイバーシティ環境への対応として、「機会均等
（Equal Opportunity：障害者、年齢、男女、出身国な
ど差別をしない取組み）」、コンプライアンスに対する
教育も徹底している。管理職が、職場においてリーダ
ーシップを発揮し、適切なマネジメントを実践するた
め、レスター大学では、表 6に示すとおり、習得すべ
き能力・行動を示しており、OJT、OFF-JT上での習
得を促進している。

（2）リバプール大学（イングランド　リバプール市）
日程： 2009 年 9月 15日  面談者：Vanessa Bryan, Karen 

Brady氏他
a） 課長の役割
リバプール大学の課長は、リーダーと位置づけられ
ており、その役割は、「The Liverpool Leader（規程）」
に示されている（図 19）。全てのリーダーは、①人々
を導き、結果をもたらす、②変革を促し、ビジョンを
決める、③戦略的にリードし、優位性を追求すること
が求められている。リーダーの階層は Level 1（実務

指導）、Level 2（プランニング・管理運営）、Level 3（戦
略策定・制度設計）の３つで構成されている。執行す
べき職場マネジメントとしては、先ず目標管理があ
り、学園ミッション・ビジョンに則し、自部署におけ
る業務計画を策定する。そのうえで、課員に対し、面
談を通じて、業務に対する動機付けや結果に対するフ
ィードバックを行い、目標達成に努めている。特に課
員との面談は重要であり、計画・業務の進捗確認のみ
ならず、部下の業務力量やキャリア形成に対する指導
も丁寧に実施している。その他、予算管理、人事考課、
職員採用、人材育成、CSの観点に立った事業計画の
策定、課員への変革意識の醸成なども役割として含ま
れている。
b） 課長を対象としたトレーニング内容
人材育成のポリシーは、人材・組織開発を通じた「組
織の卓越性を実現（Achieving Institutional Excellence）」
としており、学園の事業計画・戦略を重視した業務展
開、リバプール・リーダーシップへのアプローチ、ビ

  

表 6　レスター大学　課長が習得すべき能力・行動等
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図 19 リバプール・リーダーシップ・　　
　　　　　　　　　　　フレームワーク
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ジネスプロセスの改善促進、そして組織・人材開発に力
を入れている。課長を対象にしたトレーニングは、主に
集合形式とカフェテリアプランの２つがあり、集合形式
は、新任課長研修とフューチャーリーダープログラム
（選抜式、2010年から実施予定）で構成されている。カ
フェテリアプランは、個々人の学習ニーズやマネジメン
トレベルに応じ、受講者が任意のトレーニングを選べる
内容となっており、リーダーシップ、タイムマネジメン
ト、プライオリティ、メンター養成などのプログラムが
ある（表7）。また研修の多くは、ワークショップ形式
が取り入れられており、メンバーとの対話による気付
き促進を図っている点が特徴的である。
 

（3）海外調査のまとめ
先述の２大学に共通しているのは、学園の事業計画を
達成するため、組織・各人に対して、見込める成果をコ
ミットメントをさせる仕組みを有しており、その結果に
基づき処遇を決めている点である（人事考課と各人の業
務計画が連動）。課長は、①学園ミッション・ビジョン
の浸透を図るため、目標管理を軸にした業務展開、②メ
ンバーの人材育成に責任を持つ、③メンバーとの面談を
重視し、相手の価値観を受け入れつつ、業務の動機付け
やフィードバックを行うことに注力している。また、予
算管理については、計画策定と執行管理だけではなく、
外部への資金流出を減らすため、取引業者の見直しなど

コスト削減努力をしているところも多く、コスト意識の
醸成が図れている。
研修については、業務管理、人材育成、人事考課にお
いて面談スキルが極めて重要であるため、コーチングや
メンタリングなどコミュニケーションスキルの向上や、
評価者訓練に力を入れており、また、手法は集合研修を
最低限に抑え、各人が自分のニーズに基づき受講コース
を選ぶことができるカフェテリアプランを適用してい
る。一方通行の講義形式ではなく、ワークショップによ
る双方向形式や、研修で学んだことを現場で実践できる
アクションラーニングの適用やアセスメントを課し、研
修効果を高める工夫をしている。

Ⅴ．調査のまとめ

１． 課長の職務要件
（1）調査結果から得られたポイント
調査結果サマリー（表 8）のとおり、目標管理、人材
育成、課員との密なコミュニケーションの３つが重要で
あることが分かった。中でも、目標管理は、目標の明確
化と業務の進捗確認、そして、課題抽出から改善へつな
げる、いわば PDCAサイクルを確実に運営する役割を
持っていることより、すべてのマネジメント項目に通ず
る「ハブ」的な存在となる。
この目標管理を実質的かつ円滑に運用するためには、

 
( )  

 

 (
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( )  
2010

12 1
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表 7　リバプール大学のマネージャー、リーダーシップ研修（抜粋）
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上司と部下間の密なコミュニケーション（面談）が必要
であり、これは課員に対し、業務の動機付け、進捗確認
やフォローに加え、最終的に成果（業績）をコミットメ
ントさせることを目的としている。また面談を通じ、部
下の業務適性、強み・弱みの把握が可能であることより、
人事管理における適材適所配置や、人材育成面における
助言・指導ができる効果も見込める。

（2）調査から導き出される職務要件
調査の結果に基づき、新たに追加した要件は、予算管
理、時間管理、業務改善、会議運営の 4つとした。選定
理由は以下の通りである。
①「予算管理」：財政政策を考えるうえでの基礎となる
こと、また外部への資金流出を減らし、財政の安定維
持を図るため、業者の見直しなど更なるコスト削減努
力やコスト意識の醸成が見込める。
②「時間管理」：生産性を高める一環として、スケジュ
ール管理の徹底や段取り実施による業務の円滑推進を
図ることができる。
③「業務改善」：増え続ける業務量や立命館の厳しい勤
務実態を緩和するため、効率的業務の更なる推進が図
れる。
④「会議運営」：会議目的、優先課題、終了時間に留意
したメリハリのある会議の運営が推進される。
この 4つを加えた全 12 項目（図 20）を要件表に加え、
最終案を策定する。なお、「コミュニケーション」につ
いては、どのマネジメントを実施するうえでも必要不可
欠なものであるため、要件ではなく、手段と捉え、研修
プログラム案に組み入れてゆく。

（3）職場マネジメントと学生との関わり
部次長ヒアリングにおいて、職場マネジメントと学生
との関わりについて、併せて調査を行った。その結果、
職場マネジメントをする上で、学生自身や、学生の学
びと成長等に直接関わることは少ないとの意見が多かっ
た。しかし、学生の学びと成長に責任を持つことは、職
員としての重要なミッションのひとつであるため、業務
上、姿勢として持ち続けることは必須であると全員が認
識をしていた。
なお、学生と接する現場にいる課長の意見も、今後、
追加でヒアリングを行い集約する。

２．マネジメント力を養成する研修プログラム
（1）調査結果から得られたポイント
研修の成否は、得た知識やスキルを現場で活かせるか
どうかもポイントである。そのためには、中身面と併せ、
研修手法と効果測定が重要になってくる。企業・自治体、
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表 8 調査結果サマリー

（立命館課長・課員→アンケート調査、立命館部次長・企業・自治体・海外大学→ヒアリング調査）
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図20  目標管理を「ハブ」とした職場マネジメントモデル



－ 159 －

立命館における課長のマネジメント力を強化する研修プログラムの開発（山本・近森・藤井）

海外大学の調査結果から得たポイントは以下の通りであ
る。
① 研修手法
ａ ）講義形式よりも、ワークショップ、ケーススタデ
ィなどディスカッションを交える双方向形式の方が
「内省」や「気付き」を促し有効。
ｂ ）学んだことを実践し、身につけるためには、現場
体験型のアクションラーニングが効果的。
ｃ ）個人のニーズや到達点に合わせ、コース選定がで
きるカフェテリアプランがトレンド。

② 研修効果の測定
ａ ） 受講直後と 3ヵ月後に受講者本人に有効性につい
てのアンケート調査。
ｂ ） 研修実施後にテストを実施し、理解度測定を行う。
ｃ ） アクションラーニングにおいて、学んだことを現
場で実践しているかどうか、その上司および部下へ
のヒアリング調査を行いアセスメントする。
ｄ ） 研修後にフォローアップ研修を行い、受講者が現
場において習得したスキルを用いマネジメントをし
ているかどうか、研修企画部門がアセスメントする。
なお、効果測定については、研修の性質や規模に応じ
て選定をする必要がある。

（2） 調査から導き出される研修内容
①立命館で未実施の研修に対する補填
現在、立命館において実施できていない課長研修は、
表 2において×印（できていない）と印した、「人事管
理」、「人材育成」、「調整・折衝」、「立命館改革の歴史と
その精神の伝承」の４要件である。その要件を補填・強
化する研修について、調査結果をもとに考察し、ａ）～ｄ）
とする。
ａ ）「人事管理」：チームマネジメント＋課内の業務工
数計算と必要人員の割出しと配置
ｂ ）「人材育成」：OJTの組み立て方＋コミュニケーシ
ョン力（コーチング、カウンセリング）養成
ｃ ）「調整・折衝」：ロジカルネゴシエーション＋アサ
ーティブ注7）研修
ｄ ）「立命館改革の歴史とその精神の伝承」：学園改革史
なお、表 2で△（一部できている）と印した項目につ
いても、見直しを施していく。
②主な新たな試み
人材育成に効果的なコーチング含め、以下３つの研修

の新設もしくは中身の充実を検討する。
ａ ）「コーチング研修」の更なる充実：現行１日コー
スであるが、フォローアップ研修導入により 2日間
とする。振り返りの場にすると共に、受講者間の相
互コーチングの（1年間）徹底を図る。
ｂ ）「カウンセリング研修」について課長向けのコー
スを新設する。
ｃ ）「学内ベンチャー構想」をテーマにプロジェクト
マネジメント研修を導入する。（選抜研修）。
コミュニケーションがマネジメント上重要性であるこ
とは、調査結果より明白であるため、コーチング研修な
どの更なる充実を図っていく。コーチングは課員を目標
に導く他、潜在性の引き出しやモチベーションの向上に
寄与し、カウンセリングは、傾聴により、相手の真意を
聞き出し、丁寧な対話により、ストレスを溜めている課
員を元気付ける効果がある。これらは部下育成や目標達
成だけではなく、メンタル不全の未然防止も効果として
見込まれる。
また、受講者のワクワク感を抱かせる研修として、「学
内ベンチャー構想づくり（プロジェクトマネジメント）」
を導入する。市場がマーケットカルチャーへ移行してい
ること、毎年、国からの補助金が 1％ずつカットされて
いる状況より、財政維持のため、英国大学のように商業
的活動の取り組みを徐々に風土化すべきと考える。これ
は選抜研修の中に取り入れることを検討する。

Ⅵ．政策立案

この章では、調査のまとめを踏まえ、１．立命館の課
長・事務長に必要な職務要件、２．課長のマネジメント
力を養成する研修プログラムの２点について立案を行
う。

１．立命館の課長・事務長に必要な職務要件
表 2で仮設定を行った「立命館の課長・事務長に必要
な職務要件（案）」に対し、各種調査の結果から得られた
マネジメント項目を加え、職務要件を整理する（表 9）。
表 9の要件案の特徴は、①マネジメントの内容とし
て、最低限取り組むべき「行動規範（Frame）」と、能
動的且つ情熱的な要素となる「付加価値（Engine）」の
２点で構成したこと、②具体的実施事項の明記、③「立
命館らしさ」を取り入れた点である。また、この要件に
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２．課長のマネジメント力を養成する研修プログラム
（1） 新しい課長研修フレーム

OFF-JTは OJTの延長線上の位置付けとし、職務要件
と連動する新しい研修フレームを図 21 において示す。

記されたタスクは、課長だけが留意するものではなく、
部下を巻き込み協働する、つまり、部下の積極活用を図
る内容としている点である。
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 表 9 　立命館の課長 /事務長に必要な職務要件（案）
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お、最終的な研修成果について、昨年は次期中期計画
の柱となる政策をグループで研究・立案するプログラ
ムとしたが、2010 年度は更に実践的なコースにすべ
く、学園のリアルな課題をケースメソッドで数多く学
び、最終的に、その討議内容をもとに各現場で課題解
決にあたるアクションラーニングを展開する内容とす
る。

（2）課長自身の研修計画策定とPDCA運用
研修は OJTの延長線上にあり、マネジメントスキル
養成のきっかけに過ぎない。従って、学んだ知識やスキ
ルをいかに OJT上で活かし、現業の達成や人材育成を
実現するかが課題となる。研修を実のあるものにするた
め、研修計画の策定から更なる高みにもっていくサイク
ルを図 22 で提起する。
英国大学の事例からわかる通り、課長の人材育成に対

構成は、新任課長研修、全体研修、マネジメントスキル
研修、選抜研修の４つとする。
① 現行の研修体系に対する大きな変更点は、スキル系
研修で、これまでの１テーマ全員受講をやめ、各人が
個のニーズに応じ、受講したい講座を選ぶことができ
るカフェテリアプランとしたことである。これは、各
人が現在不足しているマネジメントスキルについて、
タイムリーに力量の補完ができること、また毎年違う
テーマを受講できることにより、計画的にマネジメン
トスキルの構築が図れる効果が見込める。カフェテリ
アプランについては、年度経過とともに受講者数の減
少や研修ニーズも変化することが予測されるため、3
年に一度見直しを実施する。
② 選抜研修は、次期部次長候補の計画的育成を図るた
め、ビジョン・戦略の共有化と経営的視点の養成やマ
ネジメントスキル構築を行うこと目的としている。な
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図 21 職務要件と連動する新しい課長研修フレーム
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このプロセスを確実に運用することと併せ、受講者
（現場）の研修ニーズ、経営層の人材育成に対する方針
を集約し、支持され、かつ実務で効果を発揮する研修プ
ログラムの開発を進めていく。
　
（4） 研修プログラム（案）
各種調査の結果に基づき、新たな課長研修のプログラ
ムラム（案）について、表 10 に記す。研修効果の測定
方法を明記したこと、また研修手法について、「内省」、
「気付き」を促進するため、双方向形式の割合を増やし
たことが、本プログラムの特徴である。
①研修手法の定義
福澤注9）によれば、研修手法の定義は以下のとおりで
ある。
ａ ）講義 ： 知識のインプットを目指すもの（一方通
行）。
ｂ ）ケーススタディ（事例研究）：ケース作成者が概
念化した理論を理解することが主目的。
ｃ ）ケースメソッド：受講者が主人公（経営者、現場
責任者）に成り代って、分析や判断を行い、最終的
な意思決定を行うもの。結論や正解はなく、思考訓

する PDCA運用は上長である部次長の責務であり、日
常業務を通じて、必要と思われるトレーニング方法につ
いての助言ができる力量が部次長に求められる。

（3）研修企画部門の研修内容に対するPDCA運用
研修内容についても同様に PDCAを回し、見直しや

更なる充実を図る必要がある。そのために研修企画部門
には、図 23 にあるとおり、分析―設計―開発―実施―
評価（ADDIEモデル）注8）といった一連の行動の遂行が
問われる。
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表 10  研修プログラム（案）
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方」についての研修新設を進める。
立命館は学術・研究機関であるとともに人材育成機関
である。従って、そこで勤務する職員は、知的実践集団
であることが求められ、学生の手本とならなくてはなら
ない。しかし、人材育成は一朝一夕で効果がでるもので
はなく、効果が見えるには中長期のスパンを要する。原
点回帰を促し、地道な努力を重ね、立命館が真の「学習
する組織」として展開することが学園の今後の大きな課
題である。

Ⅷ．残された課題

１．他階層の職務要件設定
職務要件は各階層の役割と責務を明確にする組織運営
上のコアツールであるため、部長、次長、課長補佐、課
員についても設定をすることが喫緊の課題である。ま
た、今回作成した課長の職務要件について、その役割と
責務が職位的にふさわしいものかどうか、前後の職階と
比較を行うなどレベリングも必要となる。
２．課長 /事務長補佐段階からのマネジメント力養成の
必要性
課長昇進と同時にマネジメント力を発揮するために
は、ヒアリングを実施した企業・地方公共団体で実施し
ているような、課長補佐段階からの計画的育成が効果的
であると推察する。OJT上で直属の課長指導のもと、マ
ネジメント力を養うこととあわせ、そのきっかけ作りや
内省を図るための課長補佐研修の開発が求められる。
３．研修企画部門の新設必要性
研修効果を高めるためには、①現場の実態やニーズを
反映した研修づくり（カスタムメイド）、②研修実施後
の効果測定、③受講者のアセスメント実施、④反省を
踏まえた研修 PDCAの運用、⑤個人の OFF-JT計画に対
する到達度を記した個人研修カルテの作成と管理など多
岐にわたる。今回訪問した企業、地方公共団体、海外大
学において、人材育成が経営上の重点課題であることよ
り、研修専門部門が設置されていた。真の「学習する組
織」を実現するためには、（組織規模的にも）研修企画
部門の新設が必要である。
４．人事考課の必要性
立命館は現在、課長以下は人事考課制度が導入されて
おらず、今回の職務要件（案）から、この項目は外した。
今回ヒアリングした組織においては、全て導入されてお

練、意思決定訓練に適し、他者からのフィードバッ
クにより気付きを得られる点も効果的。
ｄ ）ワークショップ：参加者が自ら参加・体験し、グ
ループ相互作用の中で何かを学び合ったり作り出し
たりする、双方向的な学びと創造のスタイル。優秀
なファシリテーターが、適切に進行するよう丁寧に
プログラムを仕込み、かつ、その場での場づくりを
効果的に行う必要あり。
ｅ ）アクションラーニング：現場に近い環境下で成果
を出しつつ、そのプロセスで学習するもの。

②研修測定方法の定義
表 3のカークパトリック 4段階評価モデルと大阪市の
事例を参考に、下記の 4つに分類した。
ａ） ⅰ： 受講直後の満足度と 3ヵ月後の実効性につい

てのアンケート調査（記名式）。
ｂ） ⅱ： 受講後のテストによる理解度測定。
ｃ） ⅲ： 受講後に職場でのアクションラーニングを課

し、３ヵ月後に上司、部下に対するインタビ
ューを行い、実践度についてサーベイを行う。

ｄ） ⅳ： フォローアップ研修の導入により、現場での
マネジメント実践度を研修企画部門がアセス
メントを実施。

Ⅶ．研究のまとめ 

今回の研究において、課長の職務要件を重点的に調査
し、目標管理、人材育成、そして、手段として上司－部
下間の密なコミュニケーションが重要であることが明確
になったが、これは著名な経営学者である P・F・ドラ
ッカー、H・ミンツバーグ、ジョン・P・コッターが説
いている内容とさほど変わりがなく、マネジメントに王
道は無いことを意味している。日々の地道な PDCAサ
イクルの運用と課員のサポートを含めた人材育成が、こ
れからの時代も変わりなく課長の重要な役割と責務とな
ると推察する。とりわけ、立命館に関しては、アンケー
ト調査において、人材育成の重要性に対する意識は高い
ものの、職場での展開が不十分であることが分かったこ
とより、ここに重点を置き、OJT、OFF-JTの更なる強
化を図る必要がある。その第一歩として、企業や英国大
学の事例を参考に、課員との面談スキル養成として、「コ
ーチング」、「カウンセリング」の研修の抜本見直しと職
場固有の育成体制の支援につながる「OJTの組み立て



大学行政研究（５号）

－ 164 －

り、成果（業績）に応じて処遇の決定が成されている。
業績に対し、公平・公正な評価をするのが課長の大きな
役割のひとつであるため、人事考課導入の際には、要件
として追加をする。

［注］
１） 学園の重点課題、職員像、方向性、職場の再編・統合、人
員配置など立命館の事務組織指針を示した行政文書。上半期
と下半期の２回、事務組織内に通達される。
２） 2008 年 3 月に施行された労働契約法第 5条で明文化され
たもので、労働者を就業させる際に就業する健康障害の発生
や悪化する可能性が高いかどうか予見する労働契約に付随す
る義務。
３） 効果的なトレーニング・プログラムの必要条件とプログラ
ムを評価する理由、またそれぞれの段階に応じた見本、形式、
手順を示したもの。
４） 職員アンケートの質問項目
 下表のマネジメント項目①～⑩について、課長 /事務長に対
しては実践度の自己評価を、部下である課長補佐 /事務長補
佐・課員に対しては、上司評価を問う内容とした。「できて
いる」、「概ねできている」、「あまりできていない」、「できて
いない」の４肢から選ぶ方法とし、また部下のみ「分らない」
の項目も追加。①～⑩以外の項目で必要なマネジメント項目
がある場合は、自由回答とした。

５） 調査要領（対象：企業・団体の中間管理職、調査時期：
2006 年 10 月初旬～ 11 月 27 日、調査方法：郵送によるアン
ケート調査、有効回答：3,000 通の調査用紙を郵送し、有効
回答 546 通（有効回答率 18.2%）

 

６） 特定部署へのヒアリング集中は、傾向の均質化を招く可能
性があることより、各部門に跨るよう、ヒアリングを実施。
また課長として、複数部署の経験を持つ部次長を選定。
７） 「業務を推進する上で、相手との良好な関係を築きながら
も自分の主張や意思・依頼を確実に伝え、相手の納得を得な
がら仕事をすすめ、成果を出す手法を要請する研修」社団法
人日本能率協会マネジメントスクール HPより引用。
８） ID（インストラクショナルデザイン）をプロセス化したモ
デルで最も有名なものが ADDIEモデルである。分析・設計・
開発・実施・評価の頭文字をとったもの。（ID=教育を効果的、
効率的に設計・運営するための方法論）Analyze「分析」：学
習者の性質や学習課題の分析、Design「設計」：学習目標の
設定、教授アプローチの選択 Development「開発」：学習活
動のための教材の作成、Implement「実施」：開発した教材を
利用した教授の実施や教材の配布、Evaluate「評価」：学習
活動が当面の目的を達成したかどうかの確認。
９） 福澤英弘『人材開発マネジメントブック』P.182 ～ P.186
日本経済新聞出版社、2009 年
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Development of a training program to improve the management skills of 
administrative managers at Ritsumeikan
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Summary
The university market is becoming a fiercely competitive environment as a result of the declining birthrate, and 

organizational capacity must be improved to an even higher level than hitherto if superiority is to be established. In this 

context, the role and responsibilities of administrative managers, who are the core of the organization, is absolutely 

crucial. In the present research, we both set out the professional requirements for the clarified roles and responsibilities of 

administrative managers in administrative organizations, and develop a training program to foster the ability to meet these 

requirements. Via a range of different surveys, we establish tasks such as target management, human resource development, 

budget management, personnel management, and administrative improvement as key management categories in professional 

requirements. We also regard communication skills as a necessary ability for the smooth management of these tasks. To 

foster the ability to meet these requirements, and in consideration of individual levels of proficiency and training needs, we 

fundamentally review existing training with respect to our training program, and propose the introduction of a cafeteria plan 

with a high degree of freedom for management skills training. We also propose a method of measuring practical effectiveness 

in the workplace after training.




